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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推

移については、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第32期中、第32期、第34期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

４ 第33期中、第33期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、１株当たり中間（当

期）純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 第33期中の中間純利益及び第33期の当期純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損

失の計上等によるものであります。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 12,747,094 13,285,490 14,280,619 27,194,393 29,518,901 

経常利益（千円） 2,334,073 2,521,774 2,591,239 5,345,637 6,125,894 

中間（当期）純損益（千円） 1,279,566 △3,432,315 1,452,923 2,909,260 △1,503,134 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
― ― ― ― ― 

資本金（千円） 13,098,800 13,098,800 13,098,800 13,098,800 13,098,800 

発行済株式総数（株） 20,080,480 20,080,480 20,080,480 20,080,480 20,080,480 

純資産額（千円） 66,491,612 64,163,510 66,969,068 67,862,642 65,917,811 

総資産額（千円） 69,736,013 67,678,468 70,126,273 71,468,379 69,861,858 

１株当たり純資産額（円） 3,311.67 3,195.77 3,335.62 3,379.54 3,282.77 

１株当たり中間（当期）純損

益（円) 
63.72 △170.95 72.36 144.44 △75.31 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり配当額（円） 13.00 13.00 13.00 26.00 26.00 

自己資本比率（％） 95.3 94.8 95.5 95.0 94.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△234,872 488,492 1,130,831 1,642,425 1,259,888 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
1,075,999 △664,732 △344,205 859,168 △1,608,281 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△262,841 △261,515 △261.889 △524,461 △524.515 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
27,100,285 28,061,375 28,150,959 28,499,130 27,626,222 

従業員数（名） 
965 

(233) 

1,034 

(221) 

1,100 

(213) 

947 

(233) 

1,001 

(220) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均雇用人員を外書で記載してお

ります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 1,100（213） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資が牽引し、内需と外需のバランス

を保っているものの、雇用・所得環境の伸び悩みから個人消費に影響を与えるまでには至っていない状況で推移い

たしました。 

 宝飾品業界におきましても、こうした景況を反映し、お客様の購買意欲も目立っては上昇せず、企業間における

勝ち残りを賭けた競争が続いております。 

 このような経済情勢のもと、当社はお客様満足度の向上を柱に、地金高騰の中においてもお客様が安心して購入

できるシステム作りに努めてまいりました。 

 その結果、売上高は142億80百万円（前年同期比7.5％増）となりました。利益面につきましても、営業利益は25

億44百万円（前年同期比2.0％増）、経常利益は25億91百万円（前年同期比2.8％増）、中間純利益は14億52百万円

となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により11億30百万円の資金

が得られ、投資活動及び財務活動によりそれぞれ３億44百万円、２億61百万円の資金を使用したことにより、前期

末に比べ５億24百万円増加し、281億50百万円となりました。 

 また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間会計期間において営業活動により得られた資金は11億30百万円となり、前年同期と比べ６億42百万円の増

加となりました。 

 これは主に、前年同期において、税引前中間純損失23億58百万円、うち、減損損失48億72百万円を計上し、棚卸

資産の増加11億80百万円、仕入債務の増加３億32百万円があったことに対し、当中間会計期間において、税引前中

間純利益を25億85百万円計上し、棚卸資産の減少１億18百万円、仕入債務の減少１億77百万円があったことによる

ものです。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間会計期間において投資活動により使用した資金は３億44百万円となり、前年同期と比べ３億20百万円の減

少となりました。 

 これは主に、投資有価証券の取得による支出が前年同期比１億82百万円減少し、投資有価証券の売却による収入

が前年同期比１億39百万円増加したことによるものです。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間会計期間において財務活動により使用した資金は２億61百万円となり、前年同期と同様となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は、見込み生産を行っており、受注生産は行っておりません。 

(3）販売実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 金額（千円） 

指輪 2,775,460 2,544,921 

ネックレス・ブレスレット 2,371,861 2,595,876 

小物 1,061,048 1,253,373 

その他 730,951 1,783,025 

合計 6,939,322 8,177,197 

区分 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 金額（千円） 

指輪 4,910,232 4,949,773 

ネックレス・ブレスレット 5,492,962 5,681,941 

小物 2,142,898 2,222,062 

その他 739,396 1,426,842 

合計 13,285,490 14,280,619 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、品質向上及びコストダウンの為の不断の技術改善／研究開発、及び多様なお客様のニーズを的確に商品に

反映し商品価値のある新製品の開発などを技術開発課の下で進めております。 

 当事業年度は以下の研究課題に取り組んでおります。 

１．お客様にとって魅力のあるデザインの開発及び製品の開発。 

２．冶金技術や鋳造技術の更なる研究による高品質の製品開発。 

３．総合的な技術開発の結果を基に、より繊細な石留技術の開発。 

４．コンピューターを使った自動デザイン製作及び自動ワックス成型化により、市場からのニーズに応えた迅速な

新製品の製造を可能とする技術の開発。 

なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は、17,784千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間に完成した設備の新設、重要な拡充等 

 前事業年度末（平成18年３月31日）において、実施中又は計画中であった設備の新設、重要な拡充等のうち、当中

間会計期間に完成した主なものは次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

部署名 設備の内容 金額（千円） 完成年月 

店舗運営本部 新設及び既存店舗の改装 139,131 平成18年９月 

その他 14,989 平成18年９月 

合計 154,121   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,080,480 20,080,480 
東京証券取引所市場  

第一部 
― 

計 20,080,480 20,080,480 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～  

平成18年９月30日 
― 20,080,480 ― 13,098,800 ― 15,707,043 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

堤 征二 埼玉県蕨市 9,732.2 48.46 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,668.3 8.30 

堤 倭子 埼玉県蕨市 1,271.6 6.33 

財団法人ツツミ奨学財団 埼玉県蕨市中央４丁目24番26号 1,000.0 4.97 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 849.8 4.23 

ジェーピーモルガンチェース

シーアールイーエフジャスデ

ックレンディングアカウント

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 590.6 2.94 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル（常任代理

人 ゴールドマン・サックス

証券会社東京支店） 

東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー 
560.3 2.79 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー

505025（常任代理人 株式会

社みずほコーポレート銀行兜

町証券決済業務室) 

東京都中央区日本橋兜町６番７号 314.2 1.56 

メロンバンクトリーティ－ク

ライアンツオムニバス(常任

代理人 香港上海銀行東京支

店) 

東京都中央区日本橋３丁目11番１号 197.6 0.98 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｂ口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

180.0 0.89 

計 16,364.7 81.49 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）  1,636.7千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 785.8千株

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｂ口） 180.0千株



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株（議決権８個）含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    3,500
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,043,000 200,430 ― 

単元未満株式 普通株式   33,980 ― ― 

発行済株式総数 20,080,480 ― ― 

総株主の議決権 ― 200,430 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ツツミ 

埼玉県蕨市中央４

丁目24番26号 
3,500 ― 3,500 0.01 

計 ― 3,500 ― 3,500 0.01 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 5,300 4,850 4,820 4,550 4,220 3,760 

最低（円） 4,230 4,070 4,050 3,410 3,660 3,530 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人

による中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

① 資産基準       0.2 ％ 

② 売上高基準      2.0 ％ 

③ 利益基準       0.7 ％ 

④ 利益剰余金基準    0.3 ％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   28,061,375   28,150,959 27,626,222   

２ 受取手形 ※２ 379,803   414,261 426,009   

３ 売掛金   1,371,970   1,611,032 1,610,290   

４ 棚卸資産   18,078,593   19,293,834 19,412,808   

５ その他   427,191   516,560 535,648   

６ 貸倒引当金   △6,200   △6,100 △6,200   

流動資産合計     48,312,734 71.4 49,980,549 71.3   49,604,778 71.0

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物・構築物   1,773,097   1,743,754 1,751,561   

(2）土地   11,416,081   11,416,081 11,416,081   

(3）その他   339,528   453,535 402,650   

有形固定資産合
計 

  13,528,708   13,613,371 13,570,293   

２ 無形固定資産   553,031   534,301 537,240   

３ 投資その他の資
産 

          

(1）関係会社長期
貸付金 

  124,000   122,000 123,000   

(2）差入保証金   4,610,540   4,860,791 4,686,561   

(3）保険積立金   127,560   133,819 131,165   

(4）その他   422,693   881,639 1,209,618   

(5）貸倒引当金   △800   △200 △800   

投資その他の資
産合計 

  5,283,993   5,998,050 6,149,545   

固定資産合計     19,365,733 28.6 20,145,723 28.7   20,257,079 29.0

資産合計     67,678,468 100.0 70,126,273 100.0   69,861,858 100.0 

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形 ※２ 812,126     479,996     573,071     

２ 買掛金   562,622     282,198     366,194     

３ 未払法人税等   1,196,457     1,169,256     1,840,696     

４ 賞与引当金   264,000     271,000     251,000     

５ その他   644,607     919,550     877,929     

流動負債合計     3,479,814 5.1   3,122,001 4.4   3,908,892 5.6 

Ⅱ 固定負債                     

１ 預り保証金   35,143     35,203     35,155     

固定負債合計     35,143 0.1   35,203 0.1   35,155 0.0 

負債合計     3,514,957 5.2   3,157,204 4.5   3,944,047 5.6 

                      

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     13,098,800 19.4   ― ―   13,098,800 18.8 

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金   15,707,043     ―     15,707,043     

資本剰余金合計     15,707,043 23.2   ― ―   15,707,043 22.5 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 利益準備金   600,000     ―     600,000     

２ 任意積立金   37,650,000     ―     37,650,000     

３ 中間（当期）未
処理損失（△） 

  △2,898,242     ―     △1,230,070     

利益剰余金合計     35,351,757 52.2   ― ―   37,019,929 53.0 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    14,471 0.0   ― ―   102,534 0.1 

Ⅴ 自己株式     △8,562 △0.0   ― ―   △10,495 △0.0 

資本合計     64,163,510 94.8   ― ―   65,917,811 94.4 

負債・資本合計     67,678,468 100.0   ― ―   69,861,858 100.0 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     － －   13,098,800 18.6   － － 

２ 資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     15,707,043     －     

資本剰余金合計     － －   15,707,043 22.4   － － 

３ 利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     600,000     －     

(2）その他利益剰
余金 

                    

別途積立金   －     35,550,000     －     

繰越利益剰余
金 

  －     2,052,849     －     

利益剰余金合計     － －   38,202,849 54.5   － － 

４ 自己株式     － －   △11,376 △0.0   － － 

株主資本合計     － －   66,997,316 95.5   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券
評価差額金 

    － －   △28,247 △0.0   － － 

評価・換算差額等
合計 

    － －   △28,247 △0.0   － － 

純資産合計     － －   66,969,068 95.5   － － 

負債純資産合計     － －   70,126,273 100.0   － － 



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     13,285,490 100.0 14,280,619 100.0   29,518,901 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,081,691 45.8 6,844,016 47.9   13,696,755 46.4

売上総利益     7,203,799 54.2 7,436,602 52.1   15,822,146 53.6

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    4,708,904 35.4 4,892,500 34.3   9,757,821 33.1

営業利益     2,494,894 18.8 2,544,102 17.8   6,064,324 20.5

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   5,170   12,501 10,445   

２ その他   31,581 36,751 0.3 40,102 52,604 0.4 71,989 82,435 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   9,517   5,286 20,151   

２ その他   353 9,870 0.1 182 5,468 0.0 714 20,865 0.0

経常利益     2,521,774 19.0 2,591,239 18.2   6,125,894 20.8

Ⅵ 特別利益     ― ― 12,631 0.0   5,445 0.0

Ⅶ 特別損失           

１ 減損損失 ※１ 4,872,731   ― 4,872,731   

２ その他   7,487 4,880,219 36.7 18,398 18,398 0.1 22,026 4,894,757 16.6

税引前中間（当
期）純利益又は
税引前中間純損
失（△） 

    △2,358,444 △17.7 2,585,472 18.1   1,236,581 4.2

法人税、住民税
及び事業税 

  1,135,000   1,100,000 2,820,000   

法人税等調整額   △61,129 1,073,870 8.1 32,549 1,132,549 7.9 △80,283 2,739,716 9.3

中間純利益又は
中間（当期）純
損失（△） 

    △3,432,315 △25.8 1,452,923 10.2   △1,503,134 △5.1

前期繰越利益     534,072 ―   534,072 

中間配当額     ― ―   261,008 

中間（当期）未
処理損失（△） 

    △2,898,242 ―   △1,230,070 



③【中間株主資本等変動計算書】 

     当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 
繰越利益剰余
金 

平成18年3月31日残高（千円） 13,098,800 15,707,043 600,000 37,650,000 △1,230,070 △10,495 65,815,277 

中間会計期間中の変動額        

利益処分による別途積立金取

崩額（千円） 
      △2,100,000 2,100,000   ― 

利益処分による剰余金の配当

（千円） 
        △261,002   △261,002 

利益処分による役員賞与 

（千円） 
        △9,000   △9,000 

中間純利益（千円）         1,452,923   1,452,923 

自己株式の取得（千円）           △881 △881 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

            ― 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
― ― ― △2,100,000 3,282,920 △881 1,182,039 

平成18年9月30日残高（千円） 13,098,800 15,707,043 600,000 35,550,000 2,052,849 △11,376 66,997,316 

 

評価・換算差
額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

平成18年3月31日残高（千円） 102,534 65,917,811 

中間会計期間中の変動額   

利益処分による別途積立金取

崩額（千円） 
  ― 

利益処分による剰余金の配当

（千円） 
  △261,002 

利益処分による役員賞与 

（千円） 
  △9,000 

中間純利益（千円）   1,452,923 

自己株式の取得（千円）   △881 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△130,781 △130,781 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△130,781 1,051,257 

平成18年9月30日残高（千円） △28,247 66,969,068 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）
純利益又は税引前中
間純損失（△） 

  △2,358,444 2,585,472 1,236,581

２ 減価償却費   149,462 149,222 362,899

３ 減損損失   4,872,731 ― 4,872,731

４ 差入保証金償却   4,960 4,447 9,773

５ 貸倒引当金の増減
（△）額 

  ― △700 ―

６ 賞与引当金の増減
（△）額 

  13,000 20,000 ―

７ 受取利息及び受取配
当金 

  △5,320 △18,711 △13,596

８ 支払利息   9,517 5,286 20,151

９ 固定資産除却損   7,487 11,531 22,026

10 売上債権の増（△）
減額 

  259,997 11,630 △24,676

11 棚卸資産の増（△）
減額 

  △1,180,819 118,973 △2,515,033

12 仕入債務の増減
（△）額 

  332,977 △177,071 △102,505

13 未払消費税等の増減
（△）額 

  △122,242 26,489 △33,915

14 役員賞与の支払額   △9,000 △9,000 △9,000

15 その他   20,052 162,008 △124,011

小計   1,994,361 2,889,578 3,701,423

16 利息及び配当金の受
取額 

  5,360 12,522 13,713

17 利息の支払額   △10,595 △4,352 △19,773

18 法人税等の支払額   △1,500,634 △1,766,916 △2,435,474

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  488,492 1,130,831 1,259,888

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 投資有価証券の取得
による支出 

  ― △53,318 △968,780

２ 投資有価証券の売却
による収入  

  ― 139,763 26,390

３ 有形固定資産の取得
による支出 

  △220,214 △252,866 △375,664

４ 無形固定資産の取得
による支出 

  △3,223 △3,143 △4,252

５ 関係会社貸付金の回
収による収入 

  1,000 1,000 2,000

６ 差入保証金の増加に
よる支出 

  △238,183 △197,643 △418,016

７ 差入保証金の減少に
よる収入 

  31,579 18,965 130,578

８ その他   △235,690 3,036 △536

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △664,732 △344,205 △1,608,281

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 自己株式の取得によ
る支出 

  △505 △881 △2,350

２ 配当金の支払額   △261,010 △261,007 △522,165

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △261,515 △261,889 △524,515

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減（△）額 

  △437,755 524,737 △872,908

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  28,499,130 27,626,222 28,499,130

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  28,061,375 28,150,959 27,626,222

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

 ────── 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

 ────── 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価格

等による時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

中間決算末日の市場価格

等による時価法 

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

決算末日の市場価格等に

よる時価法 

（評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）棚卸資産 (2）棚卸資産 (2）棚卸資産 

  製品 

……個別法（製造ロット別）

による原価法 

原材料地金 

……移動平均法による低価法 

原材料石・その他 

……個別法（製造ロット別）

による原価法 

仕掛品（地金部分） 

……個別法（製造ロット別）

による低価法 

仕掛品（その他） 

……個別法（製造ロット別）

による原価法 

その他の棚卸資産 

……移動平均法による原価法 

同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

  

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）は、定額法によ

っております。 

なお、少額減価償却資産につ

いては、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

(1）有形固定資産 

  

  

  

  

  

同左 

(1）有形固定資産 

  

  

  

  

  

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  ソフトウェア 

……社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額

法 

施設利用権 

……定額法によっておりま

す。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により計上し、

貸倒懸念債権等の特定の債権

については、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

同左 

従業員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期負

担額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

按分額をそれぞれ発生の翌期

より費用処理しております。 

同左 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

按分額をそれぞれ発生の翌期

より費用処理しております。 

４ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金としております。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜処理によっており、仮払

消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

  

  

同左 

消費税等の会計処理 

税抜処理によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これにより税引前中間純利益は

4,872,731千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、各資産の金額から直接控除し

ております。 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しておりま

す。 

 これにより税引前当期純利益が

4,872,731千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、当該各資産の金額から直接控

除しております。 

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は66,969,068千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部につい

ては、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 ────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────  （キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

の取得による支出」は、前中間会計期間は「その他」

に含めて表示しておりましたが、投資有価証券取引の

重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「投資有価証券の取得による支出」は△235,935千円で

あります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,873,515千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,047,425千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

3,984,902千円 

※２     ────── ※２ 中間期末日満期手形については、手形

交換日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含まれて

おります。 

受取手形 22,928千円

支払手形 137,528千円

※２     ────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

○減価償却実施額 ○減価償却実施額 ○減価償却実施額 

有形固定資産 130,376千円

無形固定資産 19,086千円

有形固定資産 144,490千円

無形固定資産 4,732千円

有形固定資産 324,469千円

無形固定資産 38,510千円

※１ 当中間会計期間において、当社は、以

下の資産について減損損失を計上して

おります。 

※１     ────── ※１ 当事業年度において、当社は以下の資

産について減損損失を計上しておりま

す。 

用途 種類 場所 

店舗 土地及び建物等 
埼玉県 
東京都他 

その他
施設等 

土地及び建物等 埼玉県他 

 用途 種類 場所 

店舗 土地及び建物等 
埼玉県 
東京都他 

その他
施設等

土地及び建物等 埼玉県他 

当社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として店舗ごとに資産のグ

ルーピングをしております。そのグル

ーピングに基づき、減損会計の手続き

を行った結果、土地の時価の著しい下

落により、投資額を回収することが困

難になった固定資産（主に直営店舗物

件）について帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、減損損失（4,872,731千

円）として特別損失に計上しておりま

す。 

減損損失の内訳は、店舗4,197,537千

円（建物及び構築物251,851千円、土

地3,618,876千円、無形固定資産

306,981千円、その他19,829千円）、

その他施設等675,193千円（建物及び

構築物25,989千円、土地649,204千

円）であります。 

なお、当資産グループの回収可能額は

正味売却価額と使用価値のうち、いず

れか高いほうの金額で測定しており、

正味売却価額については固定資産税評

価額を基に評価し、使用価値について

は将来キャッシュ・フローを５％で割

り引いて算定しております。 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位として店舗ごとに資産のグ

ルーピングをしております。そのグル

ーピングに基づき、減損会計の手続き

を行った結果、土地の時価の著しい下

落により、投資額を回収することが困

難になった固定資産（主に直営店舗物

件）について帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、減損損失（4,872,731千

円）として特別損失に計上しておりま

す。 

減損損失の内訳は、店舗4,197,537千

円（建物及び構築物251,851千円、土

地3,618,876千円、無形固定資産

306,981千円、その他19,829千円）、

その他施設等675,193千円（建物及び

構築物25,989千円、土地649,204千

円）であります。 

なお、当資産グループの回収可能額は

正味売却価額と使用価値のうち、いず

れか高いほうの金額で測定しており、

正味売却価額については固定資産税評

価額を基に評価し、使用価値について

は将来キャッシュ・フローを５％で割

り引いて算定しております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 20,080,480 ― ― 20,080,480 

合計 20,080,480 ― ― 20,080,480 

自己株式     

普通株式（注） 3,339 220 ― 3,559 

合計 3,339 220 ― 3,559 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 261,002 13 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 260,999 利益剰余金 13 平成18年９月30日 平成18年12月11日

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在）

現金及び預金勘定 28,061,375千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
― 千円

現金及び現金同等物 28,061,375千円

（平成18年９月30日現在）

現金及び預金勘定 28,150,959千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
― 千円

現金及び現金同等物 28,150,959千円

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 27,626,222千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
― 千円

現金及び現金同等物 27,626,222千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１ 子会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２ 時価のある有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

         差額       
       （千円） 

その他有価証券       

株式 269,204 293,527 24,322 

合計 269,204 293,527 24,322 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 8,000 

合計 8,000 

区分 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

その他有価証券       

株式 889,414 841,939 △47,474 

合計 889,414 841,939 △47,474 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 8,000 

合計 8,000 

区分 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

その他有価証券       

株式 958,819 1,131,145 172,326 

合計 958,819 1,131,145 172,326 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 8,000 

合計 8,000 



（デリバティブ取引関係） 

取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 すべての為替予約について、前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末に外貨建金銭債務の換

算を通じて中間財務諸表及び財務諸表に計上されておりますので、開示対象となるものはありません。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,195.77円

１株当たり中間純損失 170.95円

１株当たり純資産額 3,335.62円

１株当たり中間純利益 72.36円

１株当たり純資産額 3,282円77銭

１株当たり当期純損失 75円31銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益につきましては、１株当た

り中間純損失であり、また、潜在株

式がないため記載しておりません。 

１株当たり中間純損失の算定上の基

礎は、以下のとおりです。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益につきましては、潜在株式

がないため記載しておりません。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎は、以下のとおりです。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益につきましては、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株

式がないため記載しておりません。 

１株当たり当期純損失の算定上の基

礎は、以下のとおりです。 

中間損益計算書上の中間純損失 

3,432,315千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

該当事項はありません。

普通株式に係る中間純損失 

3,432,315千円

普通株式の期中平均株式数 

20,077,651株

中間損益計算書上の中間純利益 

1,452,923千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

該当事項はありません。

普通株式に係る中間純利益 

1,452,923千円

普通株式の期中平均株式数 

20,077,055株

損益計算書上の当期純損失 

1,503,134千円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

利益処分による役員賞与 

9,000千円

普通株式に係る当期純損失 

1,512,134千円

普通株式の期中平均株式数 

20,077,479株



(2）【その他】 

 第34期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）中間配当については、平成18年11月17日開催の取締役

会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し次のとおり

中間配当を行うことを決議致しました。 

中間配当金の総額 260,999,973円

１株当たり中間配当金 13円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月11日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第33期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月12日

株式会社ツツミ     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 三和 彦幸  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯田 輝夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北川 健二  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツツミの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第33期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ツツミの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることとなるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日

株式会社ツツミ     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯田 輝夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 福田  厚   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 北川 健二  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツツミの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ツツミの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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